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研究成果の概要： 

  両大戦間期政党政治の対中国政策の展開を、原敬、浜口雄幸など、主要な政治家の国家構想・

世界戦略構想のレベルから照射し、政党政治のもとでの日中関係とそこにはらまれていた可能

性を明らかにした。また、日本側の政策や構想と関連させながら、当時の中国側ことに国民党・

国民政府の対日政策構想、また当時のアメリカ、イギリスなど欧米諸国の東アジア政策構想を

検討し、政党政治下日本の中国政策へのインパクトを明らかにした。 
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１． 研究開始当初の背景 

これまで、この時期の日本の対中国政策の

研究は、外交官の政策論を対象としたものが

ほとんどで、国策決定中枢にかかわった政治

家・軍人などの対中国政策構想についての検

討、その各国家構想・世界戦略のなかでの位

置づけや比較論的な分析はほとんどなされ 

ていなかった。満州事変以降の日本の大陸政

策は、中国の対日政策と欧米の東アジア政策

に追いつめられた結果だとする見解が根強

くあるが、本研究はそのような見方に大きな

修正を迫ろうとした。市場経済移行後の中国

と本格的な関係の設定が模索されている現
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在、この時期の政党政治の対中国政策構想と

その可能性を再検討することは、今後の日本

政治にとっても軽視し得ない意味をもつと

考えた。 この時期の日本の対中国政策につ

いては多くの研究があるが、主要な政治家の

対中国政策にかかわっては、ほとんど本格的

な研究がみあたらなかった。また彼らの対中

構想がその国家構想全体、世界戦略とどのよ

うな関係にあったのか、ほとんど分析されて

いなかった。また、国民政府の対日政策につ

いては、ある程度研究が進んでいるが、日本

側の主要政治家の構想との関連の検討は立

ち入ってはなされていなかった。 

 
２．研究の目的 

   両大戦間期政党政治の成立から崩壊まで

の時代は、近代日本最大の政治的激動期であ

り、そこでとりわけ重要な政治的争点となっ

たのは対中国政策である。当時の日本にとっ

ては、対外関係のなかでも中国問題がもっと

も枢要な位置にあり、それがアメリカ・イギ

リスなど欧米諸国との関係の方向設定にお

いても決定的なファクターをなしていた。本

研究は、戦前政党政治期の中国政策の成立と

その崩壊までの展開を、主要な政治家の国家

構想・世界戦略構想のレベルから照射し、政

党政治のもとでの日中関係とそこにはらま

れていた可能性を分析・検討する。そのこと

を通して、この時期以降、第二次世界大戦へ

と、現実の日本がたどった道とは別の道の可

能性をさぐる。具体的には、第一に、この時

代をリードした主要な政党政治家およびそ

の他の政治家・軍人の対中国政策構想とその

中国観を、それぞれの国家構想・世界戦略と

関連づけながら明らかにする。第二に、日本

側の政策や構想と関連させながら、当時の中

国側ことに国民党・国民政府の対日政策構想

を明らかにし、日本の選択可能性の幅を検討

する。第三に、当時のアメリカ、イギリスな

ど欧米諸国の東アジア政策構想を検討し、政

党政治下日本の中国政策へのインパクトを

明らかにする。 

 

３． 研究の方法 

平成１７年度は、政党政治の絶頂期から崩

壊期、すなわち１９２０年代末から１９３０

年代にかけての対中国政策と日中関係を検

討し、翌年度より、この時点から時間をさか

のぼるかたちで検討を進めた。具体的には、

その時期の現実の対中国政策と日中関係の

詳細を把握したうえで、原敬、浜口雄幸など

を中心に、山県有朊、永田鉄山などをふくめ、

彼ら主要政治家、軍人の中国認識と対中国政

策構想を、その国家構想全体と関連づけなが

ら分析検討した。また、中国側の対日政策構

想について検討をおこない、日本側の政策と

の相互関係や日中双方の構想内容の比較分

析をおこなった。米英についても、その東ア

ジア政策構想を検討した。する。そのさい従

来の政治外交史研究、伝記研究の方法に加え、

これまでの思想史関係の研究蓄積を生かし、

思想史的方法を積極的に導入し、彼らの構想

の背景にある国家構想、世界像をあきらかに

し、そこから彼らの政策のもつ方向性とその

意味に新しい光をあてた。この時期の日本の

政治外交と対中国政策、中国の対日政策、米

英の東アジア政策そのものについての内外

の研究、また上記の人物たちについての内外

の政治史的伝記的研究の収集・分析は基本的

に終えていたが、彼らの対中国政策について

の検討はなお十分ではなく、より立ち入った

資料収集・分析をおこなった。 

 
４．研究成果 

(1) まず、政党政治の絶頂期から崩壊期、

すなわち１９２０年代末から１９３０年代

にかけての対中国政策と日中関係を検討し

た。 



 

 

 具体的には、その時期の現実の対中国政策

と日中関係の詳細を分析し、主要政治家、軍

人の中国認識と対中国政策構想を、その国家

構想全体と関連づけながら検討した。こと

に、政党政治の内外政策をもっとも推し進め

たとされる浜口雄幸の中国政策構想を、その

国家構想、世界戦略構想との関連のなかで検

討し、また、その後継内閣を組織した若槻礼

次郎の中国政策構想を明らかにしえた。 

 それと同時に、満州事変以後、政党政治を

崩壊へと導く主導因となった陸軍の超国家

主義グループとりわけ永田鉄山、岡村寧次、

石原莞爾ら一夕会、およびそれに政党側から

連携する森恪などの中国政策構想を、その総

力戦的国家体制構想、世界戦略と関連させな

がら分析した。 

 さらに、田中内閣期の山東出兵から、５・

１８覚書、張作霖爆殺前後の田中義一、浜口、

森恪、永田らの構想、また、満州事変をへて、

満州国建国、国連脱退、華北分離工作ごろま

でのさまざまな構想を、実際の政治外交史の

展開に即しながら、より具体的に検討した。 

 中国側の対日政策構想についても、蒋介石、

王正廷（国民政府外交部長）、張学良などを

中心に検討をおこない、日本側の政策との相

互関係や日中双方の構想内容の比較分析を

おこなった。米英についても、ケロッグやス

ティムソン（米国務長官）、チェンバレンや

ヘンダーソン（英外相）などの東アジア政策

構想を検討した。 

(2) つぎに、第 1 次世界大戦まえから１９

２０年代はじめまで、同時期の対中国政策と

日中関係の展開の詳細な把握を前提に、山県

有朊、寺内正毅、原敬、高橋是清、加藤友三

郎、加藤高明、またこの時期の若槻、田中、

浜口ら、主要政治家・官僚・軍人の国家構想

と中国認識・対中国政策構想の分析検討をお

こなった。 

 さらにそれと対照させながら、中国北京政

府および南方政権、奉天派軍閥の対日政策、

すなわち段祺瑞・孫文、張作霖、陳友人らの

対日政策構想の研究を本格的におこなった。

それに加えて、米英の東アジア政策、ウイル

ソンやブライアン（米国務長官）、バルフォ

ア、カーズン（英外相）の東アジア政策構想

も分析した。 

 そのうえで、このような両大戦間期政党政

治期の対中国政策構想、国家構想、世界戦略

構想および、当該時期の日中関係、英米さら

にはロシア（ソ連）との関係についての研究

をふまえ、これまでの研究史についてあらた

めて、その理論的再検討を行った結果、次の

ような結論と展望をもつに至った。 

 昭和初期日本は、政党政治のもと、幣原外

交として知られる国際協調路線を進んでい

た。だがその後、軍部主導のもとに、英米と

の戦争に突入していくことになる。この転換

は、近代日本政治史上最大のものといえるが、

それは、なぜ、どのように起こったのだろう

か。 

 満州事変以降の日本の軍事発動について、

次のような認識が一般になお根強くある。一

方で、アメリカ・イギリスに、ワシントン会

議やロンドン海軍軍縮条約などにおいて不

利な条件を強要されてきた。他方、中国のナ

ショナリズムの高揚によって、満鉄や旅順・

大連などの満蒙権益が危機的な状況となっ

た。したがって日本はそのような行動に出ざ

るをえなくなったのだ、との見方である。そ

れは当時の日本の大陸政策に肯定的あるい

は批判的な立場を問わず、現在まで共通にみ

られる見解である。 

 しかし、昭和初期に政党政治をもっとも推

し進めたとされる浜口雄幸民政党内閣は、対

米英協調と中国内政不干渉を外交政策の基

本としており、浜口首相自身も、米英のみな



 

 

らず、中国国民政府とも協調が可能だとみて

いた。 

 また、アメリカ・フーバー共和党政権、イ

ギリス・マクドナルド労働党政権も、浜口内

閣には基本的には協調姿勢をとっており、ロ

ンドン海軍軍縮会議におけるアメリカの対

応も、じつは浜口内閣に対して好意的なもの

であった。米英日の協調によって、中国ナシ

ョナリズムを制御しようとの意図からであ

った。もちろん米英とも国内には様々な議論

があり、日本に対して強硬な主張も存在した

が、大勢は政府の方向に同調していた。 

 当時ほぼ中国全土を掌握していた国民政

府も、公式には「革命外交」をかかげながら

も、日本の軍事的介入を警戒し、その対日政

策は、実際にはきわめて慎重なものであった。

さらに国民政府は、浜口内閣の融和的な対中

国政策を相対的に評価していたのである。 

 このような事情は浜口遭難後の若槻礼次

郎民政党内閣においても同様で、したがって

若槻内閣下で起こった満州事変と、それ以後

の軍事的大陸膨張政策の展開は、さきのよう

な見解とはまた異なる理由によるものであ

る。 

  その解明には、満州事変を引き起こし、そ

の後の日本を主導した昭和陸軍の政策構想

の検討が不可欠である。 

 また、これまで戦前の政党政治について、

その内実は脆弱なものであり、一九三〇年代

初頭に種々の困難に直面し簡単に自壊した

とされてきた。したがって、その後、明確な

国家構想をもたないまま、テロと恫喝によっ

て軍部が権力を掌握することとなり、その結

果、無謀な戦争に突入していくこととなった

との見方が、一般には有力であった。 

 しかし、じつは政党政治の体制はかなり強

固なもので、内外関係をふくめ相当の安定性

をもっていたことが、明らかとなった。それ

は、浜口雄幸の政治構想などにみられるよう

に、第一次世界大戦以後の安全保障や革命中

国への対応などを含め、かなり明確な構想に

裏づけられたものであった。だとすれば、陸

軍を中心とする反対勢力は、どのようにして

それを突き崩すことができたのであろうか。 

 その解明にもまた、昭和陸軍の政策構想の

検討が必要となる。比較的強固でかつ安定し

た体制にとってかわるには、それに対抗しう

るだけの独自の構想とその実現への周到な

準備を必須とするからである。 

  さて、満州事変以後の陸軍を実質的にリー

ドしたのは、陸軍中央の中堅幕僚層で、その

中核となったのが一夕会である。一夕会は、

一九二九年（昭和四年）に、永田鉄山、東条

英機、山下奉文、石原莞爾、武藤章、田中新

一など、のちに重要な役割を果たす中堅幕僚

約四〇名によって結成された。その指導的中

心人物が永田鉄山であった。だが、永田につ

いての研究は、これまでほとんどみられなか

った。それは、彼についての資料がまとまっ

たかたちでは知られていなかったからであ

る。しかし近年、かなり永田関係の資料が入

手可能となっている。 

 それらの資料によれば、永田は陸軍と日本

の将来について、かなり明確な構想をもって

いた。その内容は、政党政治的な方向への対

抗構想ともいえるものであり、それが、満州

事変以後の陸軍を主導する一つの重要な推

進力となった。これまで、陸軍関係の構想は、

満州事変を主導した石原莞爾のそれと、二・

二六事件の青年将校の思想的背景をなす北

一輝のものが知られているが、実際に陸軍を

動かした一夕会関係者の構想は、石原以外ほ

とんど解明されていない。今後、永田を含め

一夕会関係者の構想についての本格的研究

が進んでくれば、昭和初期の政治について、

新たな歴史像が形成されてくるのではない



 

 

だろうか。それは、今後の日本の将来にとっ

ても、示唆するところの大きい一つの歴史的

遺産、歴史的教訓となるのではないだろうか。 
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